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収益性/成長性

業
績
概
要
（
連
結
）

業績概要（連結）

（年度）
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７１,０００

ガス事業
６６.３％

その他の事業
１１.７％

LPG事業
１４.７％

工事・器具事業
７.３％

売上高増加等による増収、経常増益、２９期ぶりの純損失

■収益性/成長性

　当期の売上高は、原料費調整制度に基づくガス売上高の

増加等により、前期に比べ５,０５８百万円増加（+６.５%）の

８２,９６５百万円となりました。

　利益につきましては、ガス売上高の増加等により、経常

利益が前期に比べ１,１７５百万円増加（+６９.８%）の２,８６０

百万円となりました。また、当期純利益は子会社による

不適切な取引にともなう特別損失を計上した結果、前期

に比べ２,５１２百万円減少の１,９０７百万円の当期純損失と

なりました。

（単位：百万円）

売上高

ガ ス 事 業

工事・器具事業

L P G 事 業

その他の事業

消去又は全社

連 結

〔+10.5％〕

〔△6.0％〕

〔+3.9％〕

〔+2.3％〕

〔+17.４％〕

〔+6.5％〕

55,002

6,492

12,275

12,475

△3,280

82,965

〔+7.6％〕

〔△8.5％〕

〔+5.7％〕

〔+0.7％〕

〔+43.0％〕

〔+5.3％〕

50,004

6,234

11,530

11,497

1,410

80,678

〔+51.8％〕

〔+196.4％〕

〔△18.1％〕

〔+25.8％〕

〔+24.1％〕

〔+77.8％〕

4,998

257

744

977

△4,690

2,287

営業費用 営業利益

※各セグメントの数値は百万円未満を切り捨て。従って各項目の総額がセグメント毎の合計と一致
しないことがあります。

※〔　　〕内は対前年比です。

７期連続の増収、２９期ぶりの純損失
　当期の売上高につきましては、主力のガス事業において、冬季

の水温が高めに推移したことや景気後退にともなう消費マイン

ドの冷え込みなどにより、ガス販売量の減少はありましたが、原

料費調整制度に基づく料金単価調整等によりまして、前期に比べ

６.５%増加しました（７期連続）。

　また、経常利益は、本ページ上部に記載のとおりガス売上高の

増加等により増益となりましたが、子会社における不適切な取引

にともなう特別損失を計上した結果、２９期ぶりの当期純損失と

なりました。

■ 事業の種類別セグメント情報（２００８年度）

■ 売上高および利益の推移

（実績） （計画）

売上高 経常利益 当期純利益

※ガス事業/ガス導管を通じて供給する都市ガスおよび簡易ガス・他ガス事業者等への卸供給　
※工事・器具事業/工事 ： お客さまガス設備　器具 ： 給湯器、ガスコンロ等ガス器具

※LPG事業/ブタンおよびプロパン　
※その他の事業/ガスボンベ充填、プロパン容器検査、検針・保安業務受託、労働者派遣業務、建設工事、住宅関連機器他

各区分に属する主要な製品の名称

■ フリーキャッシュフローの推移

フリーキャッシュフロー = 営業活動によるキャッシュフロー 

△１,８４２ △３,７４２

５,１６９

（百万円)
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０
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-５,０００
２００５

△４，４４１

２００７ ２００８
（実績）

※

※

※

※

■ 事業の種類別売上高構成比（２００８年度）

１,３６４

（  ）有形固定資産取得による支出額
無形固定資産取得による支出額

P.９

-

（実績）

■ 事業の種類別売上高の推移

６４，２８７

（年度）２００４ ２００５

（百万円）

２００６ ２００７ ２００８

ガス事業 工事・器具事業 LPG事業 その他の事業

６９，１５１ ７０，４５２
７７，９０６

８２，９６５
８０,０００

６０,０００

４０,０００

２０,０００

０

※平成２１年８月１３日発表の数値に基づいて記載してあります。
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ROEROA
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１.６９
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▲ １.８１

０.７３

６.０９

１.７５ １.７５

▲６.３５

２.６０

（実績）

ROA = 当期純利益 ÷ 総資産（期中平均） × １００（％）
ROE = 当期純利益 ÷ 自己資本（期中平均） × １００（％）

■効率性 ■健全性
ＲＯＥ５％をめざします
　当社は、他燃料との競合力を高め収益力向上を図り、企業

価値の増大を図るため経営指標として「ＲＯＥ」（自己資本当

期純利益率）を設定、目標を５％にしています。当期は、子会

社による不適切な取引にともなう特別損失を計上した結果、

２９期ぶりの当期純損失となり、ＲＯＥは前期に比べ８.１０ポイ

ント減少の△６.３５%となりました。２００９年度以降につきま

しては、再発防止に全グループ会社一丸となって取り組み、さ

らに経営効率化を推進し、収益性を高めることによってＲＯＥ

５％以上をめざしています。

効率的な投資、資産圧縮による財務体質の健全化に努めます
　当期末の総資産は、原油価格の下落にともない、デリバティ

ブ債権およびたな卸資産が減少したこと等により、前期末に

比べ１１,８２０百万円減少の９９,６２３百万円となりました。

　負債につきましては、有利子負債の減少等により、前期末に

比べ４,８１７百万円減少の７１,６３１百万円となりました。

　純資産につきましては、繰延ヘッジ損益の減少や当期純損

失の計上等により、前期末に比べ７,００３百万円減少の２７,９９１

百万円となりました。

■ 営業利益率・経常利益率・当期純利益率の推移

２００４
（実績）

２００５ ２００６

（％）

経常利益率 当期純利益率営業利益率

２００７

営業利益率（％）＝ 営業利益 ÷ 売上高 × １００　　 
経常利益率（％）＝ 経常利益 ÷ 売上高 × １００
当期純利益率（％）＝ 当期純利益 ÷ 売上高 × １００

２００８

１０５.４６ １０１.４５

８５.４０

■ インタレスト・カバレッジ・レシオの推移

２００４
（実績）

２００５ ２００６

（倍）

１５

１０

５

０

インタレスト・カバレッジ・レシオ

インタレスト・カバレッジ・レシオ = キャッシュフロー ÷ 利払い　
（金融費用の支払い能力における安全性を示す指標）

１１.６

２００７

８.２

６.８

２.２

１３.６

２００８

流動比率（％） ＝ 流動資産 ÷ 流動負債

■ 流動比率の推移
流動比率

（実績）

（％）

１２０

１００
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２０
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９１.５９

■ 自己資本比率・自己資本配当率の推移

２００４
（実績）

２００５ ２００６

（自己資本比率/％） （自己資本配当率/％）

自己資本配当率（連結）自己資本比率 自己資本比率（単体）

２５.９

２００７

自己資本比率（％） ＝ 自己資本 ÷ 総資産 × １００
自己資本配当率（％） ＝ 年間配当総額 ÷ 自己資本 × １００ 
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２１.６
２０.２

２９.５

総資本回転率 ＝ 売上高 ÷ 総資産（期中平均）

■ 総資本回転率の推移

総資本回転率
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１.２０
０.７８０.７２

▲２.３０

２.７６

１.７８ ２.０２

■ ROAおよびROEの推移

２４.５

３１.８ ３０.１

２６.６

２７.９
２４.３

１.０１
０.９０ ０.８５

０.９８１.００

８７.１１

１.６５


